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プロジェクト名 
極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システム、次世代合成開口レー

ダ等の研究開発 

行政事業レビュ

ーとの関係 
平成２８年０１８４ 

上位施策名 資源エネルギー・環境政策（石油・天然ガス・石炭の安定供給確保） 

事業担当課 製造産業局宇宙産業室 

プロジェクトの目的・概要 

 石油資源の安定供給に向けた資源探査のため、地球資源衛星１号（ＪＥＲＳ－１）の成果を活

かし、光学センサである極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システム（ＡＳＴＥＲ）及

びレーダセンサである次世代合成開口レーダ（ＰＡＬＳＡＲ）を開発し、その校正・制度評価を

実施することによってデータの健全性を維持するとともに、センサの安定運用を図るための研究

開発を行う。 

 なお、ＡＳＴＥＲセンサは平成１２年度のミッション運用開始以降、現在も運用を続けており、

ＰＡＬＳＡＲは平成２３年度に運用を終了している。 

 

 

 

 

予算額等（委託 or 補助（補助率：   ））              （単位：千円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 事後評価時期 事業実施主体 

昭和６２年度 平成２７年度 平成２７年度 平成２８年度 ＪＳＳ 

H25FY 執行額 H26FY 執行額 H27FY 執行額 総執行額 総予算額 

68,000 69,943 70,000 29,513,016 31,055,700 
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Ⅰ．研究開発課題（プロジェクト）概要 

１．事業アウトカム【複数設定可】 

事業アウトカム指標 

ＡＳＴＥＲの開発・運用によって、石油・鉱物等の資源探査への利用を主として、その他広い分

野における利用を推進する。 

これらの分野における資源探査の鍵となる鉱物の分布の把握、気候変動に伴う環境変化の把握、

広域にわたる災害被害状況の把握等の課題の解決に貢献する。 

指標目標値 

事業開始時（昭和６２年度） 計画：ＡＳＴＥＲセンサを

開発し、資源探査への利用

可能性を確認する。 

実績：ＡＳＴＥＲを開発し、取得

されたデータが資源探査に対して

十分に利用に資することを確認し

た。 

中間評価時（平成２７年度） 計画：ＡＳＴＥＲを５年間

定常運用し、資源探査への

利用手法を確立する。 

実績：５年の定常運用を達成し、

取得されたデータを利用して、石

油資源分野における利用手法を５

７件、鉱物資源分野における利用

手法を４８件整備した。 

事業終了時（平成２７年度） 計画：ＡＳＴＥＲをさらに

５年以上後期運用し、資源

探査への利用を推進する。 

実績：さらに１０年以上の後期運

用を達成し、取得されたデータは、

石油資源分野において１７件、鉱

物資源分野において２０件以上の

事例において、貢献した。 

事業目的達成時（平成２８年

度実績） 

事業終了後の運用を特定国立研究開発法人産業技術総合研究所

が引き継ぎ、取得したデータの無償提供により、広い分野での

利用を可能とした。 

 

２．研究開発内容及び事業アウトプット 

（１）研究開発内容 

 

（２）事業アウトプット【複数設定可】 

事業アウトプット指標 

ＡＳＴＥＲの開発は、資源探査を目的として、可視近赤外から短波長赤外及び熱赤外までの広帯

域を１４のマルチスペクトルバンドで観測する高性能の光学センサシステムを実現する。 

ＡＳＴＥＲの運用は、日米間の国際協力プロジェクトの一翼としてＮＡＳＡ Ｔｅｒｒａ衛星に

搭載し、軌道上において設計寿命５年間のミッション運用を達成するとともに、利用に資する高

品質のデータを生産する。 

＜共通指標＞ 
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論文数 

145 
 

指標目標値（計画及び実績） 

事業開始時（昭和６２年度） 計画：ＡＳＴＥＲを開発し、

取得したデータについて

は、必要とする性能を達成

する。 

実績：ＡＳＴＥＲセンサを開発

し、仕様とする性能を達成した。 

中間評価時（平成２７年度） 計画：ＡＳＴＥＲを５年間

運用し、合計７０万シーン*

のデータを生産する。 

実績：５年の初期・定常運用を達

成し、合計８０万シーン*のデー

タを生産した。 

事業終了時（平成２７年度） 計画：ＡＳＴＥＲさらに５

年以上後期運用し、合計１

５０万シーン*のデータを

生産する。 

実績：さらに１０年以上の後期運

用を達成し、合計２７５万シーン

*以上のデータを生産した。 

３．当省(国)が実施することの必要性 

我が国のエネルギー政策上必要不可欠である、石油資源の安定供給の確保のためには、上述のとお

り、衛星データの利用が効果的である。しかしながら、探査・開発から操業までの期間は長期間を要

し、一企業が衛星の開発・運用、取得されたデータの解析等を実施することは、非常にリスクが高い。 

したがって、世界的に激化している資源開発競争の中にあっては、国が率先して、リモートセンシン

グ技術の高度化を推し進め、石油資源開発に資する基盤技術を確立することが重要である。 

 

４．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

事業アウトカム達成に至るまでのロードマップを図１に示す。 
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図 1 ロードマップ 

５．研究開発の実施・マネジメント体制等 

 

ＡＳＴＥＲの実施体制 

（１）ＡＳＴＥＲ後期運用に当たっては、ＡＳＴＥＲ開発を担った旧ＪＡＲＯＳから引き継いだＪ－

ｓｐａｃｅｓｙｓｔｅｍｓが担当し、各種センサデータの評価を実施している。現在も定期的に米国

NASAとの会議を開催し、衛星側との調整を図っている。また、ユーザからのデータ取得要望に基づく

最適な観測計画の立案及びセンサ運用、観測生データから標準処理データの作成作業も旧ＥＲＳＤＡ

ＣからＪ－ｓｐａｃｅｓｙｓｔｅｍｓが引き継いで分担している。 

 

図 2にＡＳＴＥＲに関して経済産業省が統括する事業体制図を示す（太枠着色部分が、本事業で実施

した範囲である。）。 
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図 2 事業体制図 

 

（２）プロジェクトマネージャの選任等、全体を統括する環境整備 

・プロジェクトマネージャ等の選任 

ＡＳＴＥＲの研究開発事業の全体統括はＪ－ｓｐａｃｅｓｙｓｔｅｍｓの専務理事が担当し、技術開

発本部長／ミッション開発部長のもとにＡＳＴＥＲインストルメントプロジェクトマネージャを設

置してＡＳＴＥＲセンサのプロジェクト管理を行う。 

 

（３）意思決定、進捗状況、計画見直し等の検討 

本研究開発は、研究内容の確認・検討・修正の後に確定された実施計画によって遂行する。 

研究実施に際しては、研究の進捗状況に応じて、プロジェクトに設置された委員会（※）の指導のも

とに進捗状況の確認・見直し・修正を行い、その実施した結果を成果報告書として年度毎にまとめ、

成果を評価・検討し、次年度以降の研究計画へ反映している。 

 

（※）設置した委員会 

 

ＡＳＴＥＲセンサ委員会 

・機上校正ＷＧ 

・クーラＷＧ 
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（４）目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 

ＡＳＴＥＲの運用段階においては、日本の関連研究者、米国 NASAの研究者からなるサイエンスチー

ムを構成し、地上システムのインタフェース調整や、利用ユーザの立場からの観測データの画像検証、

年次変化の校正作業などを毎年継続的に実施している。 

 

（５）成果の普及と関与の体制 

Ｊ－ｓｐａｃｅｓｙｓｔｅｍｓにはＡＳＴＥＲ運用に携わる地上データシステム（GDS）プロジェク

トとそのデータを利用するサイエンスプロジェクトが設置されている。ＡＳＴＥＲインストルメント

プロジェクトはＡＳＴＥＲの成果物の受け取り手であるＡＳＴＥＲ ＧＤＳプロジェクト及びＡＳＴ

ＥＲ サイエンスプロジェクトとの相互間でトリニティ体制のチームＡＳＴＥＲとして密接な情報交

換を行っている。 

 

また、研究開発を行っていく上で不可欠である関連情報の収集等については、基礎的な技術動向調査

として本事業開始から継続して実施し、国内外の関連学会へ参加し、成果の発表と情報収集に努めて

いる。さらに、海外の最先端技術を把握する目的で、主な宇宙関連機関の技術動向調査を行っている。 

６．費用対効果 

ＡＳＴＥＲ及びＰＡＬＡＳＲデータについて、石油資源開発企業等と石油資源探査の効率化等に資す

る利用手法の共同開発・事例研究を行った結果、これまで７件が油ガス田開発に、２件が開発計画の

策定に、７件が鉱区取得につながった。 

 

【油ガス田開発につながった事例】 

未開発の巨大油田開発有望地でありながら、現地調査のできないイラクの鉱区入札に備え、平成 13 

年、平成 17年、平成 22年～平成 25 年度と ASTER・PALSAR データを使用して広域かつ詳細な地質解

析を行った（図 3）。 

鉱区を含む広域における地質構造の推定および最新の地表状況把握が生産設備配置等の開発計画に

貢献し、ガラフ油田は平成 25年 9月生産開始に至った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 石油資源開発に貢献したイラクの地質詳細解析 

 

石油資源探査以外の分野（鉱物資源・地球環境・防災等）についても、鉱物資源探査をはじめ、共同

ガラフ油田 
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開発を行った解析アルゴリズム及びＡＳＴＥＲ・ＰＡＬＳＡＲの有償データ等を用い、データの 

実利用がされている。 

特に、鉱物資源探査分野においては、これまでに２０以上の事例において鉱区取得・探鉱につながっ

た。 

 

また、ＡＳＴＥＲと同型衛星センサであるＬａｎｄｓａｔの経済効果分析によると、その経済効果は

米国内で$1.70billion、国際的に$400million、合計$2.19billion と評価されている（図 4）。 

 

図 4 Landsatの経済効果分析 

引用資料： 

National Geospatial Advisory Committee - Landsat Advisory Group1 

The Value Proposition for Landsat Applications - 2014 Update 

https://www.fgdc.gov/ngac/meetings/december-2014/ngac-landsat-economic-value-paper-2014-u

pdate.pdf 

 

（参考）事業終了後のＡＳＴＥＲデータの活用について 

平成２８年４月より、ＡＳＴＥＲセンサから得られたデータは産業技術総合研究所（産総研）が運

営する衛星データ検索システム(MADAS: METI AIST satellite Data Archive System)から無償で公開

されている。公開から平成２８年１２月までに累計約１１０万シーンがダウンロードされるなど、

様々な分野においてデータの活用が図られている（図５）。
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図５ ＡＳＴＥＲデータの月別・累計ダウンロード数 

 

また、産総研においても、平成２８年４月の熊本地震発生後に、地滑り発生箇所の特定にＡＳＴＥ

Ｒデータを活用している（図６）。 

 

図６ 熊本地震における地滑りの判定 

 

産総研では、衛星情報の次期中期計画ロードマップを策定、ＡＳＴＥＲデータを知的基盤情報と位

置づけており、今後も衛星情報の配信、利用促進を図ることとしている（図７）。 
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図７ 衛星情報の次期中期計画ロードマップ 

 

 


